
1 

 

人事行政の運営等の状況 

 

地方公務員法第 58 条の２及び八幡浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条の

規定により、令和６年度八幡浜市の人事行政の運営等の状況について公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

（１）令和６年４月１日現在の職員数 

行政が求められる役割を十全に果たし、適正な行財政運営や質の高いサービスを安定的に提供してい

くため、業務量に応じた人員配置や人材確保に努め、令和６年度は 583 人でスタートしました。 

 

（２）採用の状況 

 現下の厳しい財政状況の中では、職員の適切な年齢構成を考慮しつつ行財政改革をさらに進めていく

必要があります。令和６年度の新規採用者は 39 人であり、職種別内訳は次のとおりです。また、公的年

金の支給開始年齢引上げに伴い雇用と年金の接続を図るとともに、組織活力を維持しつつ職員の能力を

十分に活用していくため、平成 26 年度より再任用制度を導入しました。さらに、令和２年度からの人事

制度改正により、これまで臨時職員や嘱託職員として任用してきた職員について、新たに会計年度任用

職員として採用しています。 

 

 令和６年度新規採用実績                              （単位：人） 

一般事務 学芸員 土木技師 保健師 保育士 医師 技師（士）（医療） 看護師 計 

８ １ １ １ ４ ７ ２ 15 39 

 

 令和６年度再任用実績               （単位：人） 

常時勤務 短時間勤務 計 

17 ０ 17 

 

 令和６年度会計年度任用職員採用実績（フルタイム）            （単位：人） 

一般事務 専門職 医療職 計 

27 68 29 124 

 

（３）退職の状況 

 令和６年度実績                                 （単位：人） 

定年退職 普通退職 計 

６ 

（うち、医師１、看護師３） 

28 

（うち、医師９、技師（士）（医療）５、看護師７） 
34 

   （ うち年度途中退職 医師２人、技師（士）（医療）２人、看護師７人 ）  

 

（４）部局別職員数及び定員適正化の状況 

令和６年４月１日現在の職員数は 583 人（前年比＋７人）であり、合併初年度の職員数（746 人）と比

較して 163 人減少しています。近年、公共サービスの多様化や効率化が求められており、事務事業の見

直しなどによる削減だけでなく、新たな行政需要・新規事業などに対応するため、必要な増員も行って

います。 



2 

 

●職員数の推移                              （単位：人） 

※暫定再任用短時間勤務職員は含んでいません。 

 

２ 職員の人事評価の状況 

 

平成 24 年４月から、「実績評価」及び「能力評価」による人材評価制度を試行実施しました。 

その後、地方公務員法の改正に伴い、平成 28 年４月からは、目標管理の手法を取り入れた人事評価制

度を本格実施し、同年 12 月期から全職員を対象に実績評価を勤勉手当に反映しています。 

この人事評価制度を活用することで、職員の能力開発・人材育成に役立てるとともに、組織の活性化・

効率化を図り、住民サービスの向上につなげています。 

また、課長級以上の職員については、部下からの評価を実施し、管理職の自己啓発と風通しのよい職

場づくりに役立てています。 

令和６年度の評価結果は次のとおりです。 

【評価結果】 

  ●市長部局 

 

●市立病院 

  

令和２年１月から、評価結果を昇給に反映することとしたため、評価者研修を継続して実施するとと

もに、評価結果の開示や面談によるフィードバック、苦情相談にも対応し、公正公平な人事評価の実現

に努めています。また部下からの評価についても継続して実施していきます。

区分 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 R5.4.1 R6.4.1 R7.4.1 

議会 5 5 5 5 5 5 5 

市長部局 294 295 295 295 292 293 293 

教育委員会 37 38 38 36 36 37 35 

選挙管理委員会 兼任（1） 兼任（1） 兼任（1） 兼任（1） 兼任（1） 兼任（1） 兼任（1） 

監査委員会 1 1 1 1 1 1 1 

公平委員会 兼任（1） 兼任（1） 兼任（1） 兼任（1） 兼任（1） 兼任（1） 兼任（1） 

農業委員会 2 2 2 2 2 2 2 

水道課 14 14 15 15 16 15 15 

市立病院 221 223 216 220 224 230 224 

合計 574 578 572 574 576 583 575 

評価種別 評価期間 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ   

実績評価（上期） R6.4～R6.9 4.7% 49.2% 44.4% 1.7% 0.0%  

実績評価（下期） R6.10～R7.3 7.8% 49.9% 40.9% 1.4% 0.0%  

能力評価 R5.10～R6.9 3.1% 40.3% 55.8% 0.8% 0.0%  

評価種別 評価期間 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ   

実績評価（上期） R6.4～R6.9 1.0% 26.9% 72.1% 0.0% 0.0%  

実績評価（下期） R6.10～R7.3 1.6% 34.1% 64.3% 0.0% 0.0%  

能力評価 R5.10～R6.9 1.0% 21.8% 77.2% 0.0% 0.0%  
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（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 (令和６年４月１日現在) 

 

●一般行政職 

区   分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 
(国比較ベース) 

八幡浜市 44.1 歳    328,177 円   399,459 円   358,452 円 

愛 媛 県 42.6 歳    319,123 円   414,372 円  349,081 円 

国 42.1 歳    323,823 円   405,378 円      －   円 

類似団体(Ⅰ-１) 42.6 歳    318,300 円   374,345 円   343,522 円 

 

 

●技能労務職 

区   分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 
(国比較ベース) 

八幡浜市 53.6 歳  353,200 円  365,902 円  360,426 円 

愛 媛 県 56.5 歳  337,846 円  373,647 円  347,194 円 

国 51.2 歳  288,144 円  330,553 円     －   円 

類似団体(Ⅰ-１) 52.3 歳  307,888 円  334,311 円  319,875 円 

 

 

●教育職 

区   分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

八幡浜市 48.9 歳 343,400 円 390,367 円 

愛媛県 44.3 歳 359,885 円 395,654 円 

類似団体(Ⅰ-１) 40.8 歳 301,577 円 333,558 円 

（注） 

１ 「平均給料月額」とは、令和６年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

  ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて 

の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。 

３ 「平均給与月額（国比較ベース）」とは、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当、 

休日勤務手当、通勤手当、特殊勤務手当、宿日直手当を除いたもの）で算出したものです。 

４ 「類似団体」とは、人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）により一般市については 16 類型に分 

     類されており、八幡浜市は「Ⅰ－1」（人口 5万人未満、産業構造Ⅱ次 95%未満、Ⅲ次 55%以上 95%未 

     満）に属しています。 

 

 

 

 

 

３ 職員の給与の状況  
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●病院事業 

区   分 平均年齢 基本給 平均月収額 

八
幡
浜
市 

医 師 42.9 歳 571,545 円 1,652,227 円 

看護師 38.3 歳 321,277 円 524,088 円 

事務職員 45.8 歳 353,971 円 543,541 円 

団
体
平
均 

医 師 43.4歳 567,868 円 1,407,938 円 

看護師 41.3歳 303,695 円 498,220 円 

事務職員 46.4歳 323,562 円 507,447 円 

（注）基本給は、給料、扶養手当、地域手当、処遇改善手当の合算額です。 

平均月収額には、期末・勤勉手当、研究手当等を含みます。 

    団体平均とは、政令指定都市を除く市町村の平均値であり、総務省から提供されるものです。 

●水道事業（公営企業職） 

 区   分 平均年齢 基本給 平均月収額 

水道事業 44.6歳 341,812 円 541,569 円 

団体平均 45.8歳 337,221 円 508,691 円 

（注）基本給は、給料、扶養手当の合算額です。 

平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

   団体平均とは、政令指定都市を除く市町村の平均値であり、総務省から提供されるものです。 

 

（２）職員の初任給の状況 (令和６年４月１日現在) 

 

区   分 八幡浜市 愛 媛 県 国 

一般行政職 
大学卒 196,200 円 203,553 円 196,200 円 

高校卒 166,600 円 171,874 円 166,600 円 

技能労務職 
高校卒 －  円 169,963 円     －  円 

中学卒     －  円 152,061 円     －  円 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 (令和６年４月１日現在) 

区   分 経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 25 年 経験年数 30 年 

一般行政職 
大学卒 272,500 円 360,088 円 376,675 円 391,110 円 

高校卒 －   円 －   円 351,300 円 －   円 

技能労務職 
大学卒 －   円 －   円 －   円 382,000 円 

高校卒 －   円 －   円 －   円 311,900 円 
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（４）特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在） 

区分 給料月額等 県下 11 市中の順位（条例上の支給額） 期末手当 

給

料 

市 長 870,000 円 
８位 

（参考）９位：868,200 円 

 

令和６年度支給割合 

3.4 月分（加算 15％） 
副市長 674,000 円 

９位 

（参考）10 位：673,200 円 

教育長 562,000 円 
10 位 

（参考）八幡浜市と伊予市が同額で 10 位 

報

酬 

議 長 442,000 円 
８位 

（参考）９位：437,000 円 

副議長 359,000 円 
９位 

（参考）10 位：333,000 円 

議 員 328,000 円 
９位 

（参考）10 位：305,000 円 

 

 

（５）ラスパイレス指数の状況  

  当市の令和６年４月１日現在のラスパイレス指数は、96.6 です。県下 11 市のうち５番目となっ

ています。県や全国の地方公共団体の状況は次のとおりです。 

 

八幡浜市 愛媛県 
都道府県 

平均 

指定都市 

平均 

市平均 

(指定都市除く) 
町村平均 最高値 最低値 

96.6 98.4 99.7 99.8  98.6 96.4 
103.5 

兵庫県芦屋市 

76.9 

沖縄県多良間村 

※ラスパイレス指数とは、国家公務員と地方公務員の平均給料月額を学歴別、経験年数別に比較し、国家公 

務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数のことです。 

 

 

（６）制度改正の状況  

当市では、職員の給与および各種諸手当等については、人事院勧告に基づき国に準じて所要の改 

正を講じています。令和６年の人事院勧告においては、民間給与実態調査における民間給与との較

差 11,183 円（2.76％）を埋めるため、初任給を大幅に引上げ、かつ、若年層に重点を置きつつ全て

の職員の俸給月額が引き上げとなりました。 

 

  ○大卒の初任給を 23,800 円、高卒の初任給を 21,400 円引上げ 

  ○若年層（概ね 30 歳台後半までの職員）に特に重点を置きつつ全職員を対象に俸給表を引上げ 

   → 平均改定率：全体 3.0％（１級 11.1％、２級 7.6％） 

 

  また、特別給（ボーナス）についても 0.10 月分引上げ、期末手当、勤勉手当それぞれに 0.05 月分

を配分することとなりました。 

 

 

 



6 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）職員の勤務時間  

職員の勤務時間は、午前８時 30 分から午後５時 15 分までの１日７時間 45 分（休憩時間は 12 時か

ら 13 時）、週 38 時間 45 分です。病院等の交代制勤務職場に勤務する職員の勤務時間については、週 38

時間 45 分を原則として勤務時間の割り振りをしています。 

 また、令和２年 10 月から時差出勤制度を導入しました。この制度は、職員の業務能率の一層の向上

及びワーク・ライフ・バランスの推進に繋がるものであり、会計年度任用職員を含め、毎月１割程度

の職員が利用しています。 

 

 

（２）休暇等の状況 

○ 年次有給休暇：１年につき 20 日（残日数は 20 日を限度に翌年度へ繰越） 

令和６年（１月１日～12 月 31 日）の取得状況 

※非現業の一般職員で、対象期間の全期間在職した職員 

（ただし、教育委員会・下水道・水道・病院は除く） 

 

 

 

 

○ 病気休暇（令和６年度取得状況） 

 

 

 

 

 

○ 特別休暇：産前産後休暇、忌引、公民権行使、ボランティア休暇、予防接種休暇、結婚休暇、 

出産に伴う休暇、男性職員の育児参加のための休暇、健康管理休暇、夏季休暇、 

家族看護休暇、出生サポート休暇、リフレッシュ休暇 等 

 

○ 介護休暇（無給） 

 

 

 

 

 

（３）育児休業の状況 

  子どもが３歳になるまで取得可能 

区分 男性 女性 

令和６年度中に新たに育児休業を取得した職員 ６ 人 15 人 

育児休業の期間が前年度から引き続いている職員 ０ 人 17 人 

 

総付与日数 総取得日数 職員数 平均取得日数 消化率 

9,533.0 日 2,809.7 日 244 人 11.5 日 29.5 ％ 

区分 延べ人数 

新たに病気休暇（１週間以上）を取得した職員 39 人 

病気休暇の期間が前年度から引き続いている職員 １ 人 

区分 男性 女性 

令和６年度中に取得した職員 ０ 人 ０ 人 
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（４）自己啓発等休業の状況 

  大学等課程の履修のために２年間、国際貢献活動のために３年間を限度に休業することが認められ

る制度（令和６年度 取得実績なし） 

 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

（１）分限処分の状況 

分限処分とは、職員がその職責を十分果たすことができない場合に、公務能率を維持するため、職 

員の意に反して行われる処分です。 

区分 免職 降任 病気休職 降給 

処分者数 ０ 人 １ 人 ３ 人 ０ 人 

 

（２）懲戒処分等の状況 

懲戒処分とは、職員の義務違反に対して任命権者が課する制裁であり、職員の道義的責任を明らか 

にすることにより地方公共団体の規律と秩序を維持するための処分です。 

区分 免職 停職 減給 戒告 

処分者数 ０ 人 １ 人 ０ 人 ０ 人 

 

 

６ 公益通報の状況 

 

公益通報者保護法に基づき、内部職員からの通報に対応する仕組みを整備することで、内部監査機

能の強化及び組織の自浄作用の向上に繋げています。 

 

・令和６年度 通報件数０件 

 

 

７ 職員の服務の状況 

 

（１）服務上の義務  

すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、常に全力を挙げて職務の

遂行に専念しなければなりません。職員に対しては、下表のとおり服務上の様々な義務が課されてい

ます。 

 

区 分 備  考 

法令等及び職務命令に

従う義務 

職員は、職務を遂行するに当たって法令、条例等に従い、且つ、上司

の職務上の命令に忠実に従わなければなりません。 

信用失墜行為の禁止 
職員は、職の信用を傷つけたり、職全体の不名誉となるような行為を

してはいけません。 
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区 分 備  考 

秘密を守る義務 職員は、職務上知りえた秘密を漏らしてはいけません。 

職務専念義務 

職員は、勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のため

に用い、勤務する地方公共団体が行うべき職務にのみ従事しなければ

なりません。 

政治的行為の制限 職員は、政党結成への関与禁止等政治的行為が制限されています。 

争議行為の禁止 職員の争議行為は禁止されています。 

営利企業等の従事制限 

職員は、許可を受けなければ、営利を目的とする会社その他の団体の

役員等を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報

酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事できません。 

 

（２）職務専念義務の免除 

職務専念義務については、法律又は条令に規定がある場合に免除されることになっています。 消防

団員として活動する場合、中学校等のスポーツ大会へ審判員等として参加する場合、人間ドック利用

の場合、地方祭へ参加する場合等に職務専念義務を免除しています。 

 

（３）営利企業等の従事許可 

職員は全体の奉仕者であり、職務専念義務を負うことから、任命権者の許可がある場合を除いては、

営利を目的とする私企業等への従事は禁止されています。次の各号のいずれかに該当する場合を除く

ほかは、営利企業等の従事許可を出すことができます。 

  なお、令和３年度より、みかん農家の高齢化・担い手不足等による収穫期の労働力確保の観点から「職

員のみかん農家等への副業」を認めています。 

 

（ア）職務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

（イ）企業、事業又は事務が職務又は勤務する機関と密接な関係にあって特別な利害関係を生 

   ずるおそれがある場合  

（ウ）企業、事業又は事務の性質上これに従事することが公務員として適当でないと認められる 

場合 

 

令和６年度の許可件数は 69 件（うち、みかん農家等への副業は 19 件）です。 
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８ 職員の研修の状況 

 

（１）職員研修の状況  

① 集合研修 

（ア） 階層別研修 

研修月日 研 修 内 容 受講者 

４月 24 日 フレッシュセミナー（新採職員） ６人 

９月９日 ９月議会一般質問傍聴（新採職員） 10 人 

11 月 18 日 リフレッシュセミナー（新採職員） ３人 

２月 26 日 メンタルヘルス研修（主任保育士等） 10 人 

３月 12～14 日 接遇・応対マナー研修（新採職員） 21 人 

年間（６回/年） 職員スキルアップ研修（入庁 10 年目までの職員） 延べ 161 人 

 

（イ） 専門研修 

研修月日 研 修 内 容 受講者 

６月６・７日 人事評価研修（正規職員（管理職）） 114 人 

８月 28・29 日 公務員倫理研修（全職員） 455 人 

10 月９～11 日 人事評価研修（会計年度任用職員） 150 人 

11 月 21 日 メンタルヘルス研修（全職員） 244 人 

１月 31 日 人権問題研修会（全職員） 211 人 

  

②派遣研修 

愛媛県研修所 

研修月日 研 修 内 容 受講者 

６月 14 日 階
層
別
研
修 

指導者養成研修 ２人 

11 月 12～15 日ほか 係長級研修 ５人 

10 月 22～25 日ほか 中堅職員研修 ４人 

７月 23・24 日 

専
門
研
修 

財政運営実務講座 １人 
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研修月日 研 修 内 容 受講者 

７月 23・24 日 

ス
テ
䤀
ジ
ア
䣹
プ
研
修 

ＥＢＰＭ実践力向上講座 １人 

７月 31 日・８月１日 法制執務講座（ＷＥＢ） ４人 

８月 23 日 クレーム対応講座 ２人 

９月５・６日 政策法務講座 １人 

９月９・10 日 行政法講座 １人 

９月 19・20 日 広報戦略とマスコミ対応講座 １人 

９月 27 日 キャリア支援講座 ２人 

10 月３・４日 実践型地域政策づくり講座 １人 

10 月 10・11 日 民法講座（ＷＥＢ） ４人 

11 月 28・29 日 実践力営業講座 １人 

12 月 16・17 日 問題解決・政策形成・発想力パワーアップ講座 １人 

12 月 19・20 日 女性職員キャリアデザイン講座 ３人 

1 月９・10 日 文章力基礎講座 １人 

 

③その他研修 

研修月日 研 修 内 容 受講者 

４月 15 日 新就職者研修講座 15 人 

６月 25 日ほか 電話応対コンクール事前研修 ３人 

７月１～５日 法令実務研修 １人 

７月 16 日 会計年度任用職員研修 １人 

８月８・９日ほか    木造家屋評価実務研修 ２人 

８月 19～22 日ほか 社会福祉主事資格認定講座 １人 

９月～２月（うち 10 日間） 愛媛大学地域創生イノベーター育成プログラム ２人 

10 月 23～25 日 自治体の広報研修 １人 

10 月 23～29 日 安全運転技能講習 31 人 

１月 28・29 日 会計年度任用職員ＰＣ研修（ワード・エクセル） 80 人 

１月 30 日 防災研修（語り部講演会） 42 人 

２月 19 日 ＩＣＴ＆トップセミナー ２人 

年間 ＪＣ職員派遣研修 ２人 
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職員の資質向上等のため、県との人事交流や他団体への職員派遣を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）福利厚生の状況 

独自の職員互助組織(温交会・院友会)を設置し、福利厚生事業を実施しています。令和６年度は職 

員負担の会費や市からの交付金等により、人間ドック受診補助や各課対抗バレーボール大会、地方祭へ

の参加などを行いました。令和２年度から令和４年度まで新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、

親睦事業等の規模を縮小して実施していましたが、令和５年度からは感染症法上の位置づけが「５類」

に移行されたことなどから事業を再開しています。なお、市からの交付金は温交会に 2,700 千円、院友

会に 2,192 千円を交付しています。 

 その他、地方公務員等共済組合法に基づく愛媛県市町村職員共済組合の各種事業（短期給付、長期給

付、福祉事業等）及び愛媛県市町村職員互助会等の各種事業（給付事業、厚生事業等）の適用を受けて

います。 愛媛県市町村職員互助会への公費負担額は、市長部局分 3,970 千円、市立病院分 2,845 千円と

なっています。（公費負担率 50％） 

 また、労働安全衛生法の規定に基づく健康診断を実施しています。令和６年度の実績は下表のとおり

です。 

区 分 受診者数（病院を含む） 

人間ドック 401 人 

健康診断 699 人 

          ※会計年度任用職員含む 

 

（２）公務災害補償の概要 

公務上又は通勤途上の災害により、負傷又は死亡した場合は、地方公務員災害補償基金から一定の補

償が行われます。令和６年度中に公務災害等に認定された件数は下表のとおりです。 

 

区 分 傷病 死亡 

公務災害 ８件 ０件 

通勤災害 １件 ０件 

９ 人事交流、派遣等の状況 

令和６年度派遣先 人数 

デジタル庁（実務研修） １人 

愛媛県（相互交流） １人 

愛媛県（実務研修） １人 

愛媛県後期高齢者医療広域連合会（派遣） １人 

愛媛県地方税滞納整理機構（派遣） １人 

大分県臼杵市（相互交流） １人 

１０ 職員の福祉の状況 
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（１）勤務条件に関する措置の要求の状況  

職員は、地方公務員法の規定に基づき給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、

市の当局により適当な措置が執られるべきことを要求することができます。 

 

 

 

 

 

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況  

 職員は、地方公務員法の規定に基づき懲戒その他意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不

服の申立てをすることができます。 

 

 

 

１１ 公平委員会の業務の状況 

年度当初係属件数 年度中要求件数 

０件 ０件 

年度当初係属件数 年度中要求件数 

０件 ０件 


